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○コロナ禍（2020年）の影響を除けば、おおむね安定して推移している。
○四国と高知においては、全国に先駆けてコロナ前の水準に回帰しようとする動き見られる。

１ 創業融資実績（全国・四国・高知）

【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

２
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全国実績（左軸） 四国シェア（右軸） 高知シェア（右軸）

【全国実績】 【四国シェア】 【高知シェア】

2013年 22,800先 3.00% 0.53%

2014年 26,010先 2.85% 0.41%

2015年 26,465先 2.80% 0.42%

2016年 28,392先 2.69% 0.41%

2017年 28,116先 2.69% 0.42%

2018年 27,979先 2.68% 0.46%

2019年 25,242先 2.63% 0.48%

2020年 40,580先 2.57% 0.54%

2021年 26,000先 2.45% 0.33%

2022年 25,500先
（前年度比▲500先）

2.76%
（前年度比＋0.31％）

0.42%
（前年度比＋0.09％）

（先）

※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成
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【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

≪参考≫国民生活事業と上場企業

15%

85%

株式公開企業における

国民事業との取引歴の有無

国民事業と取引歴を確認できた先

国民事業と取引歴を確認できなかった先

平成以降の
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【市場別】

国民事業との取引歴を確認できた先 国民事業と取引歴を確認できなかった先

（社）

【企業名（順不同）】 【店舗･ブランド名】 【設立年】 【初上場年】 【市 場】

バルミューダ（株） ＢＡＬＭＵＤＡ 2003 2020 東証グロース

（株）スペースマーケット ＳＰＡＣＥＭＡＲＫＥＴ 2014 2019 東証グロース

（株）ブシロード カードファイト!! ヴァンガード、新日本プロレスリング 2007 2019 東証グロース

Sansan（株） Ｓａｎｓａｎ 2007 2019 東証プライム

（株）串カツ田中ホールディングス 串カツ田中 2002 2016 東証スタンダード

（株）ホットランド 築地銀だこ 1991 2014 東証プライム

（株）鳥貴族 鳥貴族 1985 2014 東証プライム

（株）ジンズホールディングス ＪＩＮＳ 1988 2006 東証プライム

（株）ビックカメラ ビックカメラ 1978 2006 東証プライム

（株）ペッパーフードサービス いきなりステーキ 1970 2006 東証プライム

テンプスタッフ（株） テンプスタッフ 1973 2006 東証プライム

ブックオフコーポレーション（株） ＢＯＯＫ・ＯＦＦ 1991 2004 東証プライム

（株）ヴィレッジヴァンガードコーポレーション ＶＩＬＬＡＧＥ／ＶＡＮＧＵＡＲＤ 1998 2003 東証スタンダード

（株）セリア Ｓｅｒｉａ 1987 2003 東証スタンダード

フューチャー（株） ＦＵＴＵＲＥ 1989 1999 東証プライム

【企業例】

※ 日本公庫国民生活事業の調査



【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

４

○地域的な偏重は確認できない。
○四国と高知においては、全国と比較して女性の先数構成比が若干高い傾向にある。

2 男女別創業融資実績（全国・四国・高知）
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※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成



【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

５

3 年齢別創業融資実績（全国・四国・高知）
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○地域的な偏重は確認できない。
○高知においては、若者（34歳以下）の先数構成比が全国、四国と比較して若干低い傾向にある。

※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成
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【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

○高知においては、全国と四国のトレンドが約３年遅れで到来する傾向がある。
○業種に地域的な偏重は確認できないが、高知においては、人気上位の業種に偏る傾向がある。

４ 業種別創業融資実績①（全国・四国・高知）

貸付年度 順 位

【全 国】 【四 国】 【高 知】

業 種（大分類） 先数 構成比 業 種（大分類） 先数 構成比 業 種（大分類） 先数 構成比

【2013年】

第１位 飲食業・宿泊業 4,357 19.1% サービス業（他に分類されないもの） 142 20.8% サービス業（他に分類されないもの） 33 27.5%

第２位 小売業 2,680 11.8% 飲食業・宿泊業 139 20.4% その他 21 17.5%

第３位 サービス業（他に分類されないもの） 4,879 21.4% 小売業 92 13.5% 飲食業・宿泊業 17 14.2%

第４位以下 第４位以下 10,884 47.7% 第４位以下 310 45.4% 第４位以下 49 40.8%

合 計 22,800 100.0% 合 計 683 100.0% 合 計 120 100.0%

【2016年】

第１位 サービス業（他に分類されないもの） 6,501 22.9% サービス業（他に分類されないもの） 199 26.0% サービス業（他に分類されないもの） 32 27.8%

第２位 飲食業・宿泊業 5,610 19.8% 飲食業・宿泊業 170 22.2% 飲食業・宿泊業 22 19.1%

第３位 医療・福祉 3,363 11.8% 医療・福祉 101 13.2% 小売業 22 19.1%

第４位以下 第４位以下 12,918 45.5% 第４位以下 295 38.6% 第４位以下 39 33.9%

合 計 28,392 100.0% 合 計 765 100.0% 合 計 115 100.0%

【2019年】

第１位 サービス業（他に分類されないもの） 6,383 25.3% サービス業（他に分類されないもの） 155 23.3% 飲食業・宿泊業 32 26.4%

第２位 飲食業・宿泊業 5,002 19.8% 飲食業・宿泊業 155 23.3% サービス業（他に分類されないもの） 26 21.5%

第３位 小売業 2,913 11.5% 小売業 76 11.4% 医療・福祉 13 10.7%

第４位以下 第４位以下 10,944 43.4% 第４位以下 278 41.9% 第４位以下 50 41.3%

合 計 25,242 100.0% 合 計 664 100.0% 合 計 121 100.0%

【2022年】

第１位 サービス業（他に分類されないもの） 7,188 28.2% サービス業（他に分類されないもの） 186 26.4% サービス業（他に分類されないもの） 37 34.3%

第２位 飲食業・宿泊業 4,414 17.3% 飲食業・宿泊業 152 21.6% 飲食業・宿泊業 27 25.0%

第３位 小売業 3,315 13.0% 医療・福祉 82 11.6% 医療・福祉 10 9.3%

第４位以下 第４位以下 10,583 41.5% 第４位以下 285 40.4% 第４位以下 34 31.5%

合 計 25,500 100.0% 合 計 705 100.0% 合 計 108 100.0%

？

※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成
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【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

４ 業種別創業融資実績②（高知）

※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成

【 サービス業（他に分類されないもの）】

≪業 種（細分類）≫ ≪先 数≫

美容業 18

その他 8

その他建物サービス業 3

経営コンサルタント 2

理容業 2

≪業 種（細分類）≫ ≪先 数≫

美容業 9

エスティック業 7

税理士事務所 ４

理容業 ３

その他建物サービス業 ３

社会保険労務士事務所 2

他に分類されない洗濯、理容、美容、浴場業 2

その他の自動車整備業 1

マージャンクラブ 1

建設・鉱山機械整備業 1

建築設計業 1

他に分類されないその他の生活関連サービス業 1

他に分類されない専門サービス業 1

旅行業(旅行業者代理業を除く) 1

【 サービス業（他に分類されないもの）】

2013年

2022年



８

【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

○四国及び高知においては、全国と比較して関係機関を経由した融資の割合が高い。
○高知の関係機関を経由した融資のうち、商工会・商工会議所の構成比が圧倒的に高い。

５ 申込経路別創業融資実績（全国・四国・高知）
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※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成



【テーマⅠ】日本公庫の創業融資実績

９

○インターネット及びデジタル機器等の普及によってビジネスモデルが変化し、全国的に創業融資の単価は減少している。
○高知においては、若者（34歳以下）と男性の投資意欲が旺盛である。

６ 創業融資の平均単価（全国・四国・高知）

2013年, 

8,380 

2022年, 

4,425 
2,500

3,500

4,500

5,500

6,500

7,500

8,500

9,500

【全国・四国・高知（平均単価）】

全国 四国 高知

2013年, 

6,122 

2022年, 

5,733 

2,500

4,500

6,500

8,500

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

2
0
1
8
年

2
0
1
9
年

2
0
2
0
年

2
0
2
1
年

2
0
2
2
年

【３４歳以下】
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【55歳以上】
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※ 日本公庫の融資実績をもとに筆者作成
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【テーマⅡ】新規開業実態調査

１ 新規開業実態調査の概要

調査時点：2022年９月

調査対象：日本政策金融公庫国民生活事業が2021年４月から同年９月

にかけて融資した企業のうち、融資時点で開業後1年以内の

企業4,817社（不動産賃貸業を除く）

調査方法：郵送によるアンケート（回収は郵送及びインターネット）、

アンケートは無記名

回 収 数：1,122社（回収率23.3％）

経営形態：個人企業60.5％、法人企業39.5％（開業時）

（３）アンケート回答企業の概要

1.2

19.9

48.7

20.4

9.9

平均16.8カ月
（n=1,122）

0～6カ月

13～18カ月

25カ月以上

【開業からの経過月数（調査時点）】
（単位：％）

37.7 

22.7 

13.2 

8.4 

13.5 

4.6 

1人

平均3.1人
（n=1,040）

（単位：％）

【開業時の従業数】

2人

3人

4人

5～9人

10人以上

開業者の属性や開業費用など時系列で比較可能なデータを中心に蓄

積し、新規開業企業の実態がどのように変化してきたのか、その特徴

を分析するため。
7～12カ月

19～24カ月

（１）調査目的

（２）実施要領
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【テーマⅡ】新規開業実態調査

２ 創業者の勤務及び実務の経験
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64.3

15.4

0

20

40

60

80

100

勤務経験あり

（n=1,104）

斯業経験あり

（n=1,106）

管理職経験あり

（n=1,108）

経営経験あり

（n=1,022）

（％）

創業直前の職業

勤務キャリア（経験割合）

（％）

会社や団体の
常勤役員

正社員・正職員
（管理職）

正社員・正職員
（管理職以外）

非正社員

その他

≪勤務経験≫ ≪斯業経験≫ ≪管理職経験≫ ≪経営経験≫

平均値 20.3 14.0 11.2 11.2 

中央値 20.0 12.0 10.0 10.0 

（単位：年）

勤務キャリア（経験年数）

○創業直前の職業は「正社員・正職員（管理職）」に次いで「正社員・正職員（管理職以外）」の順となっている。
○多くの創業者が勤務経験をもち、その経験年数は平均、中央値ともに約20年となっている。

出典：日本政策金融公庫総合研究所「2022年度新規開業実態調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

（調査年度）



56.5 

41.9 
45.8 

34.8 
30.0 29.3 

19.3 

12.4 
9.0 

5.7 
7.9 

54.1 

43.4 
47.3 

35.1 
32.1 

26.5 

19.5 

12.1 
8.5 

5.9 
9.1 

56.6 

47.2 
44.5 

35.5 

28.6 27.6 

19.7 

11.5 9.8 
6.0 6.3 

0

20

40

60

2022年度（n=1,110）

2021年度（n=1,453）
2020年度（n=1,584）
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87.9 

83.8 

86.6 

2.3 

2.3 

2.1 

4.0 

4.9 

4.1 

2.1 

3.6 

2.4 

1.4 

1.5 

1.7 

2.4 

3.9 

3.1 

2020年度

（n=1,316)

2021年度

（n=1,200)

2022年度

（n=924)

その他
解 雇

自らの意思による退職
事業部門の
縮小・撤退

勤務先の
倒産・廃業定年退職

(単位：％）

３ 創業の動機

○「自らの意思による退職」が太宗を占めている。
○「自由」、「収入アップ」、そして「キャリア活用」が創業動機のTOP３となっている。

創業直前の勤務先からの離職理由

創業動機（三つまでの複数回答）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「2022年度新規開業実態調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

（％）

自由に仕事が
したかった

収入を増やし
たかった

仕事の経験・知識
や資格を生かした
かった

事業経営という
仕事に興味が
あった

自分の技術やア
イデアを事業化
したかった

社会の役に立つ
仕事がしたかっ
た

時間や気持ち
にゆとりが欲
しかった

年齢や性別に関係
なく仕事がした
かった

趣味や特技を
生かしたかっ
た

適当な勤め先が
なかった

その他
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【テーマⅡ】新規開業実態調査

４ 平均従業者数の推移

○創業時の平均従業者数は3.1人と、減少傾向にある。
○調査時点の平均従業者数は4.1人と、創業時から約1.0人増加している。

3.8 
4.0 

3.6 3.7 
3.9 4.0 

4.2 
3.8 

4.1 
3.9 

4.2 4.2 4.3 4.3 4.3 4.4 

3.9 
4.1 

3.8 

4.4 

3.9 4.0 
3.7 

4.0 
3.6 

3.4 
3.1 

3.4 
3.6 

3.2 3.2 3.1 

2

3

4

5

1991 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

創業時の平均従業者数

創業時と調査時点の平均従業者数

（人）

（調査年度）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「2022年度新規開業実態調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

1.0 

1.0 

1.0 

1.0 

1.0 

1.0 

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

1.1 

0.8 

1.0 

0.7 

1.0 

0.7 

1.4 

0.9 

1.6 

1.1 

1.4 

1.1 

0.1 

0.1 

0.2 

0.1 

0.1 

0.1 

調査時点

開業時

調査時点

開業時

調査時点

開業時
2020年度

（13.8カ月）

2021年度
（13.9カ月）

2022年度
（16.8カ月）

（単位：人）
経営者本人 家族従業員

パートタイマー・
アルバイト

派遣社員・
契約社員常勤役員・正社員

＜平均3.1人＞

＜平均4.1人＞

＜平均3.2人＞

増加数
0.9人

増加数
0.7人

増加数
1.0人

＜平均3.9人＞

＜平均3.2人＞

＜平均4.2人＞
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【テーマⅡ】新規開業実態調査

５ 資金調達額の推移

○大きな設備を持たないスモール起業が主流化し、平均資金調達額は減少傾向にある。
○資金調達先のうち、「金融機関からの借入」と「自己資金」が多くを占めている。

創業時の平均資金調達額

出典：日本政策金融公庫総合研究所「2022年度新規開業実態調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

271 
282 

266 
262 

292 
287 

320 
311 

350 
327 

369 
356 
364 

398 
374 

422 
443 
448 
439 

405 
413 
440 
428 
445 
435 

412 
424 

453 
445 

426 
441 

360 

49 
46 

51 
53 

70 
75 

84 
110 

100 
95 

112 
97 

141 
124 

100 
137 

161 
165 

146 
152 
151 

159 
131 

177 
149 

150 
151 

136 
149 

154 
151 

124 

52 
28 

27 
39 

40 
44 

56 
53 

45 
50 

47 
51 

70 
65 

72 
77 

91 
89 

110 
91 
113 

88 
110 

132 
68 

83 
53 

65 
81 

77 
129 

119 

882 
803 
825 

847 
859 

891 
931 

866 
928 

833 
855 

840 
827 
798 

793 
935 

882 
932 
954 

748 
865 

939 
895 

969 
723 

881 
897 

1,067 
1,062 

972 
917 

748 

20 
17 
25 

36 
21 

27 
42 

25 
40 

32 
95 

69 
46 

62 
66 

60 
70 

95 
102 

67 
86 

78 
82 

108 
67 

70 
73 

92 
91 

120 
111 

101 

22

20

18

16

14

12

10

08

06

04

02

2000

98

96

94

92

（調査年度）

（単位：万円）

自己資金
配偶者・親・
兄弟・親戚 その他金融機関等からの借入

友人・知人等

調達額合計

1,750
1,452

1,365

1,749
1,828
1,813
1,598
1,596
1,442
1,832
1,645
1,704
1,628
1,461
1,750
1,729
1,645
1,631
1,405
1,448
1,449
1,413
1,478
1,337

1,323
1,433

1,464

1,282
1,237
1,194
1,177
1,274



64.5

58.2

59.8

35.5

41.8

40.2

2022年度

（n=1,060）

2021年度

（n=1,413）

2020年度

（n=1,536）

赤字基調黒字基調

52.4

44.4

43.0

37.0

35.9

34.3

10.5

19.7

22.7

2022年度

（n=1,083）

2021年度

（n=1,438）

2020年度

（n=1,557）

減少傾向横ばい増加傾向

42.3

45.9

45.8

41.1

41.6

41.7

8.5

7.0

7.9

8.1

5.5

4.6

2022年度

（n=1,059）

2021年度

（n=1,358）

2020年度

（n=1,486）

100万円未満 100万～500万円未
500万～1,000万円

9.8

17.8

13.2

19.7

22.1

17.8

15.3

17.7

15.3

20.6

18.9

20.8

34.6

23.6

32.9

2022年度

（n=1,058）

2021年度

（n=1,356）

2020年度

（n=1,469）

50％未満
50～75％未満

75～100％未満
125％以上100～125％未
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６ 売上と採算の状況

○創業者のうち、予想月商達成率100％以上、売上増加傾向または黒字基調にある先が半数以上に上る。
○黒字基調に達するまでの平均月数は5.8ヵ月である。

現在の売上状況

現在の採算状況

現在の月商（1ヵ月当たりの売上高）

予想月商達成率（※）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「2022年度新規開業実態調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

1,000万円以上

※ 予想月商達成率＝（調査時点の平均月商÷開業前に予想していた月商）×100
（単位：％）

（単位：％）（単位：％）

（単位：％）

達成までの平均月数5.8ヵ月
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【テーマⅡ】新規開業実態調査

７ 創業時の苦労

○創業時、創業後ともに「資金繰り、資金調達」と「顧客・販路の開拓」に苦労している創業者の割合が高い。
○創業後に「従業員の確保」と「従業員教育、人材育成」に苦労している創業者の割合が上昇している。

創業時に苦労したこと（三つまでの複数回答）

現在苦労していること（三つまでの複数回答）

55.0

46.8

34.4

17.5
15.0 13.4 13.0 10.7

13.4
8.3 7.0

2.2
5.9

57.6

44.8
38.4

15.1 15.1 12.8 11.6 10.5
14.4

7.3 7.4
2.6

5.8

57.1

47.4

31.0

17.9 16.8 14.7
13.5

10.6 9.4 7.9 7.2
1.7

4.6

0

20

40

60
2022年度 （n=1,083）

2020年度 （n=1,565）

2021年度 （n=1,425）

47.3

30.8

24.7

32.4

18.7
15.1

9.8 8.2

14.5

5.9 4.8 4.1
7.5

47.9

34.6

24.0

33.0

18.0
13.4

10.0 9.6

16.0

5.3 4.6 4.2
7.2

47.7

35.9

27.5
25.3

20.7
14.5

9.6 9.4 9.0
6.5 5.7

2.2
8.3

0

20

40

60 2022年度 （n=1,080）

2020年度 （n=1,568）
2021年度 （n=1,422）

資金繰り、
資金調達

顧客・販路
の開拓

財務・税務・
法務に関する
知識の不足

従業員の確保 仕入先・外注
先の確保

商品・サービ
スの企画・開
発

従業員教育、
人材育成

業界に関する
知識の不足

経営の相談が
できる相手が
いないこと

商品・サービ
スに関する知
識の不足

家事や育児、
介護等との両
立

その他 特にない

顧客・販路
の開拓

資金繰り、
資金調達

従業員の確保 財務・税務・
法務に関する
知識の不足

従業員教育、
人材育成

商品・サービ
スの企画・開
発

家事や育児、
介護等との両
立

仕入先・外注
先の確保

経営の相談が
できる相手が
いないこと

業界に関する
知識の不足

商品・サービ
スに関する知
識の不足

その他 特にない

（％）

（％）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「2022年度新規開業実態調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。
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【テーマⅢ】起業と起業意識に関する調査

１ 起業と起業意識に関する調査の概要

調査時点：2022年11月

調査対象：全国の18歳から69歳までの人

調査方法：インターネットによるアンケート（事前調査と詳細調査の2段階）

インターネット調査会社から登録モニターに電子メールで依頼し、ウェブサイト上の調査画面に回答者自身が回答を入力。

① 事前調査 … 本調査の調査対象に該当するかどうか等を判別するための簡易なアンケート

② 詳細調査 … 調査対象の該当者（「起業家」「パートタイム起業家」「起業関心層」「起業無関心層」）に対して行う詳細なアンケート

回 収 数 ：①事前調査 31,554人（A群19,992人、B群11,562人）

②詳細調査 2,681人

日本政策金融公庫総合研究所では、新規開業の実態を把握するために、1991年から毎年「新規開業実態調査」を実施している。ただ、同調査の調査対象は、開業

前後に日本政策金融公庫から融資を受けた企業に限られる。そこで、同調査を補完し、「起業前後に融資を受けなかった人」や「まだ起業していない人」などにも

焦点を当てるため、インターネットを用いたアンケート調査「起業と起業意識に関する調査」を2013年度から実施している。

2019年度調査からは、それまで一類型として分析していた起業家を、事業に充てる時間に応じて「起業家」と「パートタイム起業家」の二つに分けている。副業

起業やフリーランスの増加などにみられるように、起業家の働き方は多様化しており、勤務や家事の隙間時間にインターネットなどを通じて小規模な事業を行う人

も多い。また、現在の職業を「事業経営者」と回答していない人のなかには、勤務収入以外の収入があり、実態は自ら事業を始め、経営しているにもかかわらず、

事業経営者であるとの認識をもたない「意識せざる起業家」も少なからずいる。このように多層化する起業家の実態を把握しやすくするために、2019年度から起業

家を働く時間によりさらに分類することとした。分類に当たっては厚生労働省「労働力調査」における短時間勤務の基準を参考にし、事業に充てる時間が1週間に35

時間以上を「起業家」、35時間未満を「パートタイム起業家」としている。なお、「意識せざる起業家」も事業に充てる時間に応じて起業家またはパートタイム起

業家に含めて分析している。

（１）調査目的

（２）実施要領

1 事前調査（A群）の調査対象は、性別、年齢層（10歳きざみ）、居住する地域の割合がわが国の人口構成（2022年時点）に準拠するように、回収数を設定した。
2 事前調査（B群）は、「起業家」「パートタイム起業家」のサンプルサイズを確保するために、その出現率が高いと思われる属性をもつ人に対して行ったものである。

（注）
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【テーマⅢ】起業と起業意識に関する調査

2 起業家、パートタイム起業家及び起業関心層の分布

○「起業家」と「パートタイム起業家」の中には、自身が起業家であるとの認識がない者が相当数存在している。
○女性においては、「起業家」と比較して「パートタイム起業家」の構成比の方が圧倒的に高い。

回答者の概要

0.8% 5.0%

11.8% 82.4%

起業家 パートタイム起業家 起業関心層 起業無関心層・その他
（ｎ=19,992）

「起業家」及び「パートタイム起業家」等の類型別構成比

75.6

78.0

24.4

22.0

事前調査(A群)

(n=164)

詳細調査

(n=567)

女 性男 性

パートタイム
起業家

起業家

起業関心層

出典：日本政策金融公庫総合研究所「起業と起業意識に関する調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

年 齢性 別

56.1

57.0

43.9

43.0

事前調査(A群)

(n=1,001)

詳細調査

(n=837)

58.3

50.0

41.7

50.0

事前調査(A群)

(n=2,356)

詳細調査

(n=630)

35.4

9.7

20.1

23.1

22.0

32.1

13.4

25.2

9.1

9.9

事前調査(A群)

(n=164)

詳細調査

(n=567)

29歳以下 40歳代 50歳代
60歳代

30歳代

33.0

19.0

24.3

25.9

21.6

25.0

12.5

17.3

8.7

12.8

事前調査(A群)

(n=1,001)

詳細調査

(n=837)

27.2

13.2

23.0

18.3

25.1

31.6

16.7

24.3

8.1

12.7

事前調査(A群)

(n=2,356)

詳細調査

(n=630)

（単位：％）（単位：％）

（うち、0.3％は起業家であるとの認識がない。）

（うち、4.5％は起業家であるとの認識がない。）



11.7

7.1

12.6

6.3

54.7

51.4

21.0

35.3

起業家

(n=567)

パートタイム起業家

(n=837)

家業として承継していきたい

家族以外に承継を希望する人がいれば、いずれ引き継ぎたい

自分で続けられる間は続けたい 継続にはこだわらない
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【テーマⅢ】起業と起業意識に関する調査

３ パートタイム起業家の特徴

○「パートタイム起業家」は事業からの収入が世帯収入に占める割合が低い。
○「パートタイム起業家」は事業拡大等に対する意識が総じて低い。

今後の方針（従業員数）

今後の方針（売上高）

（単位：％）（単位：％）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「起業と起業意識に関する調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

事業の継続

今後の方針（事業を専業にするか）

78.2

57.7

17.6

36.5

4.2

5.8

起業家

(n=567)

パートタイム起業家

(n=837)

どちらでも構わない増やす

減らす

25.0

15.6

69.0

75.8

6.0

8.5

起業家

(n=567)

パートタイム起業家

(n=837)

どちらでも構わない増やす 減らす

34.3

22.4

56.5

53.4

9.3

24.2

起業家

(n=31)

パートタイム起業家

(n=357)

勤務と事業の両立を続ける事業を専業にする

勤務だけに専念する

11.7

35.8

20.3

34.0

13.0

9.8

16.5

4.7

15.9

5.5

22.6

10.3

起業家

(n=567)

パートタイム起業家

(n=837)

25～50％未満5％未満 5～25％未満 50～75％未満 100％（ほかの収入はない）75～100％未満

（単位：％）（単位：％）

事業からの収入が世帯収入に占める割合 （単位：％）



3.0

4.9

4.2

2.2

38.0

39.4

8.2

1年以内に起業予定

1年超3年以内に起業予定

3年超5年以内に起業予定

5年超10年以内に起業する予定

いずれは起業したいが、起業時期は未定

起業するかどうかはまだわからない

起業するつもりはない

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

56.9

42.8

21.3

13.7 13.6

0

20

40

60

51.1

32.1

19.5

29.9

21.2

0

20

40

60

20

【テーマⅢ】起業と起業意識に関する調査

４ 起業関心層の特徴

○「起業関心層」のうち、「起業したい」が半数を超えている。
○起業に関心をもった理由は「収入アップ」や「自由」が多い。起業していない理由は自己資金やアイデアの不足が多い。

（％）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「起業と起業意識に関する調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

まだ起業していない理由（複数回答・上位５）

起業に関心をもった理由（三つまでの複数回答・上位５）
（％）

起業予定の有無

（％）

（ｎ=630）

収入を増やし
たい

自由に仕事が
したい

自分が自由に
使える収入が
欲しい

事業経営とい
う仕事に興味
がある

仕事の経験・
知識や資格を
生かしたい

自己資金が不
足している

ビジネスのア
イデアが思い
つかない

財務・税務・
法務など事業
の運営に関す
る知識・ノウ
ハウが不足し
ているから

失敗した時の
リスクが大き
い

十分な収入が
得られそうに
ない

（ｎ=630）

（ｎ=630）起業したい
52.4％
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62.3 61.8
57.7 55.7

29.4

0

20

40

60

80

安定した収入を

失うこと

事業に投下した

資金を失うこと

家族に迷惑を

かけること

借金や個人保証を

抱えること

再就職が困難

であること

(n=196)

47.9

30.4
37.1

28.5 26.1

17.1
21.4 18.7

0

20

40

60

80

税務・法律

関連の相談

制度の充実

技術やスキル

などを向上さ

せる機会の充

実

事業資金の

調達に対す

る支援

事業資金の

融資制度の

充実

けがや病気

などで働け

ないときの

所得補償制

度の充実

納期遅延や

情報漏えい

などの賠償

リスクに対

する保険制

度の創設

健康診断・

人間ドック

の受診に対

する補助

育児・保育

制度を使い

やすくする

(n=630)

【テーマⅢ】起業と起業意識に関する調査

５ 起業関心層にとってのリスクと支援ニーズ

失敗したときのリスク（複数回答・上位５） 起業する際にあったらよいと思う支援策（複数回答・各上位２）

出典：日本政策金融公庫総合研究所「起業と起業意識に関する調査」をもとに筆者が加工
（注）各データの注釈については、紙面の都合上、省略している。

○「起業関心層」は経済的な損失に対する警戒感が強い。
○「起業関心層」は専門知識を必要とするシーンでの相談制度、使い勝手の良い資金調達手段に対する支援ニーズが強い。

資 金経営情報・スキル 補 償 私生活

（％） （％）

≪参考１≫起業後の企業生存率の国際比較

出典：2017年版「中小企業白書」（中小企業庁）

2016年末（基準） 2017年末（１回） 2018年末（２回） 2019年末（３回） 2020年末（４回）

存 続 100.0％ 97.5％ 94.5％ 92.0％ 89.7％

廃 業 0.0％ 2.2％ 4.7％ 7.0％ 8.9％

不 明 0.0％ 0.3％ 0.6％ 1.0％ 1.4％

≪参考２≫新規開業パネル調査（日本政策金融公庫総合研究所）
・日本：83.7％

・米国：48.9％

・英国：42.3％

・ドイツ：40.2％

・フランス：44.5％

≪5年経過後の生存率≫
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【テーマⅣ】提言

１ 各テーマのまとめ

【テーマ】 【ポイント】

日本公庫の創業
融資実績

■高知県は全国に先駆けて創業が回復に向かっている。

■高知県は女性創業者の割合が高い。

■高知県は若者の創業が少なく、ミドル層とシニア層の割合が高い。

■高知県はサービス業と飲食業・宿泊業の創業者の割合が高い。

■高知県のサービス業の創業は多様化している。

■高知県の創業実績を押し上げている要因の一つは関係機関の

活動にある。中でも商工会・商工会議所の貢献が圧倒的に高い。

■高知県の若者、男性の層が意欲的に事業投資を行っている。

新規開業実態調査

■ほとんどの創業者は勤務経験、斯業経験を経ている。

■ほとんどの創業者は自らの意思で職を辞している。

■平均従業者数は減少傾向にあるが、１年程度で４人程度になる

傾向には変化がない。

■資金調達額は減少傾向にある。調達先としては親族等からの

調達が細り、金融機関からの借入に頼る傾向がある。

■創業者の半数以上は業績が順調に推移している。

■創業者多くは資金繰り、資金調達のほか、顧客・販路の開拓に

事業を開始した後も、苦労し続けている。

起業と起業意識に
関する調査

■起業家でありながら、自らを起業家と認識していない層が相当

数存在している。

■パートタイム起業家は、世帯に占める収入の割合が低く、事業

拡大の志向も低い。

■収入アップ等の手段として起業に関心を持っている層が相当数

存在している。

■起業に関心はあるが、経済面の不安から起業しない層が相当数

存在している。

■起業に関心がある層は起業の結果、経済的な損失を被る可能性に

対してリスクを感じている。

■起業に関心がある層は税務・法務等の相談制度、資金調達に対

する支援策を期待している。

…１年 ２年 ３年 ４年０（創業年）▲３年 ▲２年 ▲１年▲４年…

創業融資実績

新規開業実態調査

起業と起業意識に関する調査

公庫と取引がある先

≪参考≫本資料の対象層のイメージ
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【テーマⅣ】提言

２ 提言

ポイントカードを用いた成功報酬型継続支援スキーム

事業構想興味醸成 事業具体化 事業経営 事業見直し 成長・発展

創 業 者

商工会・商工会議所

公 庫

地域金融機関

支援機関

創
業
塾
①

創
業
塾
②

創
業
塾
③

（創業）

資
金
調
達

認
定
創
業
者
付
与

ポ
イ
ン
ト
清
算

ポ
イ
ン
ト
カ
ー
ド
交
付

補
助
・
助
成
金
交
付

約１年

事
業
計
画
策
定

補
助
・
助
成
金

補
助
・
助
成
金

高 知 県

融
資

サポート

サービス：
資 金：

ポイント！ ポイント！ ポイント！ ポイント！

適切な支援を受けて創業
した、黒字化を達成した、
事業計画で見込んだ売上
を達成した、従業員を雇
用した、特許技術を活用
した、中山間地域で創業
した、空き家を活用した、
事業譲渡を受けて創業し
たなどの実績を確認し、
政策的プライオリティに
基づいてポイントを付与
する。

１ポイントあた
り●万円として
清算する。併せ
て個々の創業者
の実態に合わせ
たオーダーメイ
ド型の支援方法
を検討し、提供
する。

事
業
計
画
の
達
成
状
況

チ
ェ
ッ
ク

伴走支援 オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
支
援

実施主体
修
正

・事業計画のブラッシュ
アップ

・調査→与信判断→貸付
・協調融資商品の活用

ポイント！


